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日本私立大学協会 

私立大学ガバナンス・コード＜第 2.0 版＞ 

「点検結果報告書」 

 

共通様式 

 

①法人名称 学校法人常翔学園 

②設置大学名称 広島国際大学 

③担当部署 内部監査室 

④問合せ先 Kansa@josho.ac.jp 

⑤点検結果の確定日 2026 年 6 月 23 日  

⑥点検結果の公表日 2026 年 9 月 10 日 

⑦点検結果の掲載先 URL 
https://www.hirokoku-

u.ac.jp/profile/disclosure/basicdata.html#d16 

⑧本協会による公表 承諾する 否認する  

 

【備考欄】 

2026 年 5 月 1 日を点検基準日としています。 
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様式Ⅰ 

 

Ⅰ－Ⅰ．「基本原則」及び「原則」の遵守（実施）状況の点検結果 

基本原則・原則 遵守状況 

基本原則１ 自主性・自律性の確保（特色ある運営） ○ 

原則１－１ 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立 ○ 

原則１－２ 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理 ○ 

基本原則２ 公共性・社会性の確保（社会貢献） ○ 

 原則２－１ 教育研究活動の成果の社会への還元 ○ 

 原則２－２ 多様性への対応 ○ 

基本原則３ 安定性・継続性の確保（学校法人運営の基本） ○ 

 原則３－１ 理事会の構成・運営方針の明確化 ○ 

 原則３－２ 監査機能の強化及び監事機能の実質化 ○ 

 原則３－３ 評議員会の構成・運営方針の明確化 ○ 

 原則３－４ 危機管理体制の確立 ○ 

基本原則４ 透明性・信頼性の確保（情報公開） ○ 

 原則４－１ 教育研究・経営に係る情報公開 ○ 

 

Ⅰ－Ⅱ．遵守（実施）していない「基本原則」の説明 

該当する基本原則 説明 

  

 

Ⅰ－Ⅲ．遵守（実施）していない「原則」の説明 

該当する原則 説明 
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様式Ⅱ 

 

Ⅱ－Ⅰ．「原則」の遵守（実施）状況の判断に係る「実施項目」の取組状況 

原則１－１ 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立 

実施項目１－１① 説明 

建学の精神等の基

本理念及び教育目

的の明示 

建学の精神や大学の目的、教育の理念等を学内外に発信・浸透させるた

め、自校史冊子を制作するとともに、ホームページにも掲載し、社会に

対して広く発信している。 

また、学園の大宮校地（大阪市）に学園建学の精神と設置各学校の教

育・研究活動を伝える施設として「常翔歴史館」を開設。常設展示室を

設け、学園建学に至る背景から社会に有為な人材育成に向けた事業活動

を映像や展示物により紹介している。  

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/rekishi/hirokoku-u/#target/page_no=1 

https://www.josho.ac.jp/ayumi/ 

実施項目１－１② 説明 

「卒業認定・学位

授与の方針」、「教

育課程編成・実施

の方針」及び「入

学 者 受入れ の 方

針」の実質化 

学科・専攻単位でアドミッション・ポリシー、ディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシーを策定し、ホームページに公表している。 

学修成果の評価は、達成すべき質的水準や評価の実施方法等を定めた

「アセスメントプラン」に基づき、アドミッション・ポリシー、ディプ

ロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを踏まえて自己点検・評価を

行い、内部質保証体制に基づく教育改善活動を組織的に実施している。 

学生には、カリキュラムツリー（履修系統図）およびカリキュラムマッ

プを示し、入学から卒業に至るまでの学びの道筋を示している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/profile/outline/ 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/student/course/tree.html 

実施項目１－１③ 説明 

教学組織の権限と

役割の明確化 

学長は、全学的な内部質保証の最高責任者として、その推進に責任を担

っている。また、本学の主な施策は学長を議長とした大学・大学院運営

会議にて審議しており、当会議は学長のリーダーシップのもと、適切に

運営され、十分に機能を果たしている。 

学長を補佐するために副学長を置き、副学長の職務は学則第 6 条に規定

されている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/student/course/rule.html 

実施項目１－１④ 説明 

教職協働体制の確

保 

教職員が適切に分担・協力・連携を図れるよう、教員および事務系職員

の役職者が委員を務める内部質保証委員会が恒常的な内部質保証活動を

推進しており、そのもとに大学マネジメント部会、研究支援・社会連携

マネジメント部会、教学マネジメント部会を設置して具体的な議論を進

め、教職協働体制を確保している。また部門レベルにおいても、上記 3

部会のもとで各種委員会がさらに具体的な内容について教職協働で検討

し、教育研究活動等を組織的かつ効果的に管理・運営している。 

内部質保証委員会の小委員会として設置されている教学マネジメント部

会は、教育改革に関する目標の設定・計画および成果・達成状況の点検

等を所掌している。同部会は教員と職員の委員で構成されており、教職

協働による教育・学生支援の推進体制を確立している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/profile/disclosure/valuation/ 
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実施項目１－１⑤ 説明 

教職員の資質向上

に係る取組みの基

本方針・年次計画

の策定及び推進 

FD 活動と法令との関連、期待される教職員像、FD 委員会の位置づけ、FD

活動・FD プログラムのねらい等を冒頭にまとめ、ワークショップや講演

会等の年次計画を盛り込んだ「FD 活動／FD プログラムガイドブック」を

作成・周知し、同ガイドブックに沿って研修会を実施している。 

また、2025 年度から教職員の資質・能力向上を推進することを目的とし

て SD 委員会を設置するとともに、全学 FD・SD の推進に関する事項を掌

る FD・SD 推進委員会を設置し、教育研究活動等の適切かつ効果的な運営

ならびに大学運営に必要な能力および資質の向上に向けた取り組みを強

化している。本取組みについては、「FD・SD ガイドブック」にまとめ教

職員に周知している。 

原則１－２ 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理 

実施項目１－２① 説明 

中期的な計画の策

定方針の明確化及

び具体性のある計

画の策定 

学園が示す、2023 年度からの 15 年を見据えた長期ビジョン「J-

Vision37」に基づき、5年ごとに第Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ期中期目標・計画を設定し

ている。中期目標・計画は、基本 10 項目と大学としての差別化 2 項目で

構成しており、それぞれの推進責任者がデータやエビデンスに基づき、

目指す成果・達成状態および達成指標を設定している。 

さらに、中期目標・計画を達成するために、単年度に取り組む主要課題

や施策について、教職員や学外評価員からの意見を踏まえて、学長方針

として策定している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/J-Vision37.pdf 

実施項目１－２② 説明 

計画実現のための

進捗管理 

内部質保証委員会を中心に、大学マネジメント部会、研究支援・社会連

携マネジメント部会、教学マネジメント部会の 3 部会が、恒常的に各種

目標・計画を点検・評価し、必要に応じて部門レベルに対し改善指示を

行い、計画の修正を図っている。また、計画内容は教職員向けの共有サ

イトに掲載するとともに、点検・評価結果の概要をホームページに公開

することで、その結果を内外に公表している。 

2023 年度から始まった第Ⅰ期中期目標・計画について、環境変化に適応

するため 2024 年度（2 年目）に全項目について内容の点検・必要に応じ

た一部改訂を行い、2025 年度（3 年目）からは新しい内容で中期目標・

計画達成のために取り組んでいる。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/profile/disclosure/valuation/ 

原則２－１ 教育研究活動の成果の社会への還元 

実施項目２－１① 説明 

社会の要請に応え

る人材の育成 

世のため、人のため、地域のため、理論に裏付けられた実践的技術をも

ち、現場で活躍できる専門職業人を育成する。」という建学の精神に基づ

いて人材育成を行い、社会の要請に応じた学びの機会を提供している。 

学生や教職員だけではなく、地域や社会の全ての人にとって「ともにしあ

わせになる学び舎」になることを目指し、誰もが一緒に学びあい、教えあ

い、集いながら、健康で楽しい毎日を過ごすための活動の場として、「広

国市民大学」を開学し、社会ニーズに合わせた生涯学習事業を展開してい

る。また、2026 年度は市民カレッジ、地域交流カレッジ、公開講座を開
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催し地域へ学びの機会を提供する。 

研究シーズの知的財産化を推進し、「イノベーション・ジャパン」をはじ

めとした各種研究シーズ・ニーズマッチングの場にて講演・展示等を行う

など、産学連携推進に向け取り組んでいる。 

知的財産の取得・育成・管理・活用は大学の社会貢献の一つであり、各教

員は大学組織の一員として知的財産の保護・活用に貢献する責務を負うも

のであることから、毎年、知的財産セミナーを実施している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/everyones_college/ 

https://www.hirokoku-

u.ac.jp/regional_cooperation/everyones_college/entry.html 

https://www.hirokoku-

u.ac.jp/regional_cooperation/everyones_college/regional_entry.html 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/regional_cooperation/sakura_jyuku/ 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/kyousyokuin/20250718.html 

実施項目２－１② 説明 

社会貢献・地域連

携の推進 

高効率の設備の導入、消費電力を抑えた機器の選定など、省エネルギーに

より環境に配慮した取り組みを行っている。 

東広島市の提唱する「Town＆Gown 構想」に賛同し、2024 年度に東広島キ

ャンパス研究支援・社会連携センター内へ Town＆Gown Office を設置し、

地域の健康寿命の延伸等を目的とした様々な活動に取り組んでいる。 

2026 年度は東広島市の地域課題を解決するための COMMON プロジェクトと

して 3 件の委託研究を実施している。また、みんな健幸プロジェクト、健

康増進・介護予防アンケート分析など東広島市健康増進計画の重点項目に

ついて同市の担当部署と連携し TG プロジェクトとして取り組みを行って

いる。 

原則２－２ 多様性への対応 

実施項目２－２① 説明 

多様性を受容する

体制の充実 

多様な学生が入学している現状を前提とした教育・学生支援体制を整備

するため、組織および財務の視点を取り入れた一体的な改革に取り組ん

でいる。 

また、事務系職員の役職者の女性割合を高めることなどを記載した「学

校法人常翔学園行動計画」に基づき、意欲のある女性が活躍し続けられ

る組織づくり、仕事と生活の両立支援のほか、イクボス同盟ひろしまへ

の賛同の取組みも推進している。 

実施項目２－２② 説明 

役員等への女性登

用の配慮 

基準日時点において、女性の役員は不在である。役員等への女性の登用

により、多様性・創造性・信頼性等の向上が期待され、意思決定の質の

向上にも寄与することが考えられるため、今後は積極的な女性登用を検

討したい。 

原則３－１ 理事会の構成・運営方針の明確化 

実施項目３－１① 説明 

理事の人材確保方

針の明確化及び選

任過程の透明性の

確保 

理事の選任に当たっては、私立学校法第 31 条に規定する資格および構成

に関する要件を遵守しなければならない旨を寄附行為に定めており、そ

の通りに実行している。 

また、理事の選考から選任までの手続きは理事選任機関が行い、同機関
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の構成や取扱い事項は、寄附行為および役員選考手続規定に定めてい

る。なお、同機関が選考した理事候補者は、あらかじめ理事会および評

議員会の意見聴取を行うなど、より選任過程の透明性を確保している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/donation.pdf 

実施項目３－１② 説明 

理事会運営の透明

性の確保及び評議

員会との協働体制

の確立 

理事会および理事の職務ならびに理事会の運営については寄附行為に定

めており、その通りに実行している。寄附行為において、理事長・代表

業務執行理事・業務執行理事の職務を明記し、さらに理事は、法人、総

務、財務、施設、労務等、必要に応じて職務分担を定めている。また、

理事会での議決時には挙手により意思表示を行い、より責任の明確化に

努めている。 

評議員会の決議および意見聴取事項については寄附行為に定めており、

その通りに実行している。理事会の決議および評議員会の決議を必要と

する事項について、相互の決議が異なる場合における理事会および評議

員会の協議については寄附行為に定めている。また、評議員会における

役員の出席および説明責任についても寄附行為に明記し、運営の透明性

を確保している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/donation.pdf 

実施項目３－１③ 説明 

理 事 への情 報 提

供・研修機会の充

実 

定期的に理事会において財務状況、学生生徒募集状況等に関する研修の

機会を設けており、学園設置学校の近況等も随時報告・情報共有してい

る。また、新学部開設時や新棟竣工時には、見学会等の開催も行ってい

る。 

原則３－２ 監査機能の強化及び監事機能の実質化 

実施項目３－２① 説明 

監事及び会計監査

人の選任基準の明

確化及び選任過程

の透明性の確保 

監事および会計監査人の選任については寄附行為に定めており、その通

りに実行している。監事は評議員会の決議によって選任され、監事の独

立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止することができる者を選任

する旨を寄附行為に定めている。また、会計監査人は、選任にかかる評

議員会への議案の内容決定を監事の過半数合意により行う旨を寄附行為

に定め、評議員会で議決する前に理事会でも審議を行う等、より選任過

程の透明性を確保している。任期は 1 年とし、定時評議員会で別段の議

決がなければ再任されたものとする。（議決がされない場合においても、

再任については監事の過半数の合意を得る） 

会計監査人選任に係る議案の決定にあたっては、選任基準を定め、候補

者である監査法人の概要等が記載された資料や監査報酬の見積書等につ

いて、基準項目に照らし合わせたうえで判断している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/donation.pdf 

実施項目３－２② 説明 

監事、会計監査人

及び内部監査室等

の連携 

内部監査室とは概ね月 1 回の情報共有・意見交換会を開催し、会計監査

人とは、年 4 回、監査計画、監査状況の経過そして監査結果の報告・共

有、意見交換を行うなど、三様監査体制を堅持し、監査機能の充実を図

っている。 

実施項目３－２③ 説明 

監 事 への情 報 提

供・研修機会の充

内部統制システムに関する基本方針に基づき、理事会・評議員会、法人

本部や各学校の重要会議に係る資料の閲覧・質疑を行っているほか、会
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実 議に出席・モニタリングを行い、リスクマネジメントを実践する体制を

敷いている。 

また、各種セミナーへの参加（オンライン）や動画視聴により、監査業

務に関する知識修得に努めている。このほか、監事間での勉強会を行う

などして監査精度の向上を図っている。 

加えて、監事業務をサポートする監事室からも文部科学省や他大学等の

情報（近況等）を WEB から入手・提供し、共有している。 

原則３－３ 評議員会の構成・運営方針の明確化 

実施項目３－３① 説明 

評議員の選任方法

や属性・構成割合

についての考え方

の明確化及び選任

過程の透明性の確

保 

評議員の定数は寄附行為に基づき、本法人の職員（8 人）、本法人の設置

学校の卒業者（8 人）およびこの法人に関係ある者または学識経験者（8

人）の合計 24 人である。評議員の選任は、評議員の年齢、性別、職業等

に著しい偏りが生じないよう配慮して行う旨を寄附行為に定めており、

その通りに実行している。 

また、評議員の選考から選任までの手続きは評議員選任委員会が行い、

同委員会の構成や取扱い事項は、寄附行為および評議員選考手続規定に

定めている。なお、同委員会が選考した評議員候補者は、理事会および

評議員会の意見聴取を行うなど、より選任過程の透明性を確保してい

る。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/officer20260401.pdf 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/donation.pdf 

実施項目３－３② 説明 

評議員会運営の透

明性の確保及び理

事会との協働体制

の確立 

評議員会および評議員の職務ならびに評議員会の運営については寄附行

為に定めており、その通りに実行している。評議員会での議決および意

見聴取時には、議長から全評議員に対して意見を求め、より責任の明確

化に努めている。 

評議員会の決議および意見聴取事項については寄附行為に定めており、

その通りに実行している。理事会の決議および評議員会の決議を必要と

する事項について、相互の決議が異なる場合における理事会および評議

員会の協議については寄附行為に定めている。また、評議員会における

役員の出席および説明責任についても寄附行為に明記し、運営の透明性

を確保している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/introduction/file/donation.pdf 

実施項目３－３③ 説明 

評議員への情報提

供・研修機会の充

実 

全評議員に対して評議員会開催 1 か月前に開催案内を、そして 1 週間前

には議事日程および資料を発送している。また、評議員会における審

議・意見聴取が円滑に進むよう、適宜評議員への情報提供を行ってい

る。 

評議員会では、学園設置学校の近況等も随時報告・情報共有している。

また、新学部開設時や新棟竣工時には、見学会等の開催も行っている。 

原則３－４ 危機管理体制の確立 

実施項目３－４① 説明 

危機管理マニュア

ルの整備及び事業

継続計画の策定・

自然災害（地震・豪雨・洪水・土砂災害等）を想定した「広島国際大学 

事業継続計画（BCP）」を策定し、非常時優先業務を適切かつ迅速に実施

する体制を整備している。「広島国際大学 事業継続計画（BCP）」に関す

る資料は学内において全教職員へ案内し、資料は学内教職員ポータルサ
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活用 イトで閲覧できるようにすることで学内に浸透させている。 

災害時行動マニュアルを作成し、教職員および学生に全員配付し、万一

の災害発生時の行動を示すものとして、周知している。 

年 1 回以上は各キャンパスとも防火・防災訓練を実施、教職員および学

生に災害対応の意識付けを行っている。 

法人本部では、理事長はじめ役員、課長職以上の者、また各学校では学

校長と庶務担当部課長による「緊急連絡網」「緊急体制」を整備し、早期

復旧のための体制を構築している。 

実施項目３－４② 説明 

法令等遵守のため

の体制整備 

行動規範（法令遵守、職業倫理、利益相反等）や教育・研究・業務に関

する諸規定を盛り込んだ「教職員ハンドブック」を毎年度作成し、大学

の学内共有サイトにて教職員がいつでも閲覧できるよう掲載し、アナウ

ンスを行っている。また、新規採用の教員に対してオリエンテーション

を開催し、行動規範に関する説明を行い、周知徹底している。 

さらに、コンプライアンスカードを配付し、法令遵守を含む行動規範を

周知・共有し、すべての教育・研究活動、業務に関し、法令、寄附行

為、学則および諸規定を遵守するよう、学内共有サイトでの周知等組織

的に取り組んでいる。 

渉外室が学内窓口を担当し、併せて法律事務所に外部窓口も設置して公

益通報者保護法に基づく運用を実施している。運用方法はホームページ

で学内外に公表している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/official/koudoukihan.html 

https://www.josho.ac.jp/official/kouekitsuuhou.html 

原則４－１ 教育研究・経営に係る情報公開 

実施項目４－１① 説明 

情報公開推進のた

めの方針の策定 

大学ホームページに、学校教育法施行規則に定められた項目を明らかに

したうえで、必要な情報を網羅的に公開している。また、寄附行為に、

公開すべき内容、書類、方法等を定め、ホームページで遅滞なく公表し

ている。さらに、財務情報公開規定を制定し、事業報告書も含めて、公

開書類を定め、学校法人が公共性を有する法人としての説明責任を果た

し、関係者の理解と協力を一層得られるようにしている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/profile/disclosure/ 

実施項目４－１② 説明 

ステークホルダー

への理解促進のた

めの公開の工夫 

情報公開にあたっては、大学ホームページ、大学ポートレートの他、伝

えたい相手に応じて、大学説明資料等の冊子物等も活用しながら、積極

的に発信している。 

大学ホームページにおいては、対象者別、カテゴリー別にコンテンツを

整理しており、ステークホルダーが目的に応じて情報を収集できるよ

う、ユーザビリティに配慮した設計としている。また、トピックスをカ

テゴリー分けして掲載するとともに、インスタグラムの発信情報をホー

ムページのトップに掲載し誘導することで、幅広いステークホルダーの

理解促進に努めるとともに、最新情報をタイムリーに発信している。さ

らに、YouTube や TikTok など、若年層の目線に合わせた情報発信を、媒

体特性に鑑みて行っている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.hirokoku-u.ac.jp/ 
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Ⅱ－Ⅱ．「実施項目」に記載の内容とは異なる独自の方法により、「原則」を遵守し

ていると判断した場合の取組内容 

該当する原則 説明 

  

 


